
第３回
河川氾濫に関する群馬県減災対策協議会
「協議会の法定化について」

水防災意識社会再構築ビジョン

前橋市、高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、みどり市
榛東村、吉岡町、上野村、神流町、下仁田町、南牧村、甘楽町、中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村
東吾妻町、片品村、川場村、昭和村、みなかみ町、玉村町、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町
群馬県

平成30年5月15日
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◆背景

・平成27年関東・東北豪雨での鬼怒川堤防決壊による広範囲かつ長期間の浸水
・平成28年台風10号の北海道や岩手県の中小河川における甚大な被害の発生

「水防災意識社会再構築ビジョン紹介映像」（国土交通省）（http://www.mlit.go.jp/river/mizubousaivision/）を加工して作成
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◆水防災意識社会再構築ビジョン

出典：国土交通省ホームページ （http://www.mlit.go.jp/river/mizubousaivision/point.html）

関東・東北豪雨災害を踏まえ、洪水による氾濫が発生することを前提として、社会全体でこれに備える「水防災意識社会」を再構築する。
流域の水害リスクを評価し、社会全体で共有、これを基に各主体が連携してソフト・ハードの減災対策を一体的、計画的に推進する。
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◆設立趣旨

• 平成27年関東・東北豪雨での鬼怒川堤防決壊による広範囲かつ長期間の浸水
• 平成28年台風10号の北海道や岩手県の中小河川における甚大な被害の発生

• ｢施設では守り切れない大洪水は必ず発生する｣との考えに立ち、水防災意識社会を再
構築

• 県では主要河川の洪水浸水想定区域図の見直しに加え、県管理の全河川について水
害リスク調査に着手

• 見込まれる水害リスクを踏まえて、市町村・国・県等関係機関が連携して、減災のための
目標を共有

• ハード及びソフト対策を一体的、計画的に推進するために減災対策協議会を設立

「河川氾濫に関する群馬県減災対策協議会」の設立趣旨について
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減災対策協議会

各土木事務所単位にて実務者による検討部会

◆協議会の構成

北群馬
渋川前橋 高崎佐波

伊勢崎
多野
藤岡安中 吾妻甘楽

富岡 太田利根
沼田

邑楽
館林

桐生
みどり

地域部会 市町村：危機管理部局等
県：土木事務所、危機管理室、河川課

アドバイザー
国土交通省 関東地方整備局
気象庁 前橋地方気象台
独立行政法人 水資源機構

委員
市町村：副市町村長
県：県土整備部 技監，土木事務所長、 総務部 危機管理室長

アドバイザー
国土交通省 関東地方整備局
気象庁 前橋地方気象台
独立行政法人 水資源機構
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事務局：群馬県河川課

事務局：群馬県土木事務所
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［邑楽館林地域部会］

［太田地域部会］

［桐生みどり地域部会］

［佐波伊勢崎地域部会］

［多野藤岡地域部会］

［甘楽富岡地域部会］

［安中地域部会］

［高崎地域部会］

［前橋地域部会］

［利根沼田地域部会］

［吾妻地域部会］

［北群馬渋川地域部会］

河川氾濫に関する群馬県減災対策協議会
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◆水防法の改正

9

「◇水防法等の一部を改正する法律（平成29年法律第31号）概要」（国土交通省）（http://www.mlit.go.jp/common/001189338.pdf）を加工して作成

水防法等の一部を改正する法律（平成29年法律第31号） 平成29年6月19日施行
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◆

「「水防災意識社会」再構築に向けた緊急行動計画」（国土交通省）（http://www.mlit.go.jp/river/mizubousaivision/pdf/koudoukeikaku.pdf）を加工して作成

平成29年6月20日
国土交通省
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◆協議会の法定化
（大規模氾濫減災協議会）
第十五条の九 国土交通大臣は、第十条第二項又は第十三条第一項の規定により指定した河川について、想定最大規模降雨により当
該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進するために必要な協議を行うための協議会（以
下この条において「大規模氾濫減災協議会」という。）を組織するものとする。
２ 大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。
一 国土交通大臣
二 当該河川の存する都道府県の知事
三 当該河川の存する市町村の長
四 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者
五 当該河川の河川管理者
六 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台長
七 第三号の市町村に隣接する市町村の長その他の国土交通大臣が必要と認める者
３ 大規模氾濫減災協議会において協議が調った事項については、大規模氾濫減災協議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなけ
ればならない。
４ 前三項に定めるもののほか、大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、大規模氾濫減災協議会が定める。

（都道府県大規模氾濫減災協議会）
第十五条の十 都道府県知事は、第十一条第一項又は第十三条第二項の規定により指定した河川について、想定最大規模降雨により
当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進するために必要な協議を行うための協議会（
以下この条において「都道府県大規模氾濫減災協議会」という。）を組織することができる。
２ 都道府県大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。
一 当該都道府県知事
二 当該河川の存する市町村の長
三 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者
四 当該河川の河川管理者
五 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又は地方気象台長
六 第二号の市町村に隣接する市町村の長その他の当該都道府県知事が必要と認める者
３ 前条第三項及び第四項の規定は、都道府県大規模氾濫減災協議会について準用する。この場合において、同項中「前三項」とある
のは、「次条第一項及び第二項並びに同条第三項において準用する前項」と読み替えるものとする。

水防法


